
種類 モデル名 モデルの仕組み 分析対象 前提条件 インプット 分析結果

積み上げ  
モデル

DNE21+ 
（RITE）

・各技術の価格情報を元に、  
最小限のコスト（削減費用）  
で削減を実現できる技術を  
選択する「コスト最適化」を  
行う。

・世界での比較が可能。

※コスト以外の要素を捨象す  
るため、技術導入シナリオが  
現実から乖離する可能性が  
ある。

・技術の置き換えに関  
しては、専門家の知  
見も考慮。

・対象年：2000-2050
・対象ガス：エネ起CO2
・対象地域：世界（54地域に分割）、日本

・対象技術数：200-300
※原子力、CCSもコストに応じて導入

・対象部門：産業、民生、運輸、エネ転

・マクロ諸  
元

・技術パッ  
ケージ

・技術情報  
（価格、エネ  
ルギー効率、  
使用年数  
等）

・削減量

・コスト

・選択される  
技術(及び  
導入量)

AIM/ 
Enduse 
[Global] 
[Japan]

（国環研）

・世界の研究機関と  
知見を共有。

・世界モデルと日本モ  
デルにより分析。

・最適化計算と、政策  
で想定される特定の  
対策の積み上げに  
よる削減量の計算の  
2つの方法が選択可  
能。

（世界モデル）

・対象年：2000-2020（2030年拡張予定）

・対象ガス：京都6ガス

・対象地域：世界（23地域に分割）

・対象技術数：150-200(大分類の概算)

※現状では、原子力は、WEOのベー  
スラインを使用、CCSは見込まず

・対象部門：産業、民生、運輸、エネ転等

※AIM/Enduse[Japan]で日本を分析

EDMC/ 
IEEJ

（エネ研）

・技術導入シナリオをインプッ  
トして削減量を導出する。実  
態に即したシナリオ設定（政  
策要素・社会制約等の折り  
込み）が可能。

※  限界削減費用による「コス  
ト最適化」を行っていない。

・専門家の知見も踏ま  
え、部門毎に精緻に  
積み上げるため、精  
度が高い。

・対象年：2000-2030

・対象ガス：エネ起CO2

・対象地域：日本（中国等も分析可能）

・対象技術数：100程度

※原子力は新増設、利用率向上を考  
慮、CCSは想定外

・対象部門：産業、民生、運輸、エネ転

・技術導入シ  
ナリオ

・選択される  
技術（及び  
導入量）

・削減量

・エネルギー  
需給構造

一般均  
衡モデル

AIM/CGE 
[Global] 
[Japan]

（国環研）

・対策メニュー（コスト・導入  
量）や削減量の変化が生じ  
た際、各産業等部門毎の労  
働投入量・エネルギー消費  
量・生産量等の変化がどう  
なるのかを計算し、最終的  
に経済全体への諸影響を導  
出。

・経済全体への影響評価可  
能。

※具体的にどういった削減対  
策を行うかについては積み  
上げモデルとの整合を図る  
必要がある。

・世界の研究機関と  
知見を共有、世界モ  
デルと日本モデルに  
より分析。

・GHG排出経路を推  
計するAIM/Impact 
[Policy]（動学的最適  
化モデル）から排出  
割当を想定。

（世界モデル）  ・対象年：2001-2100

・対象ガス：エネ起＋活動起CO2,CH4他

・対象地域：世界（24地域に分割）

・対象部門：産業、運輸、エネ転、等

（日本モデル）  ・対象年：2000-2030（部  
門統合により2050年まで延長可）

・対象ガス：エネ起CO2

・対象部門：最大107部門・113財

・各産業の  
生産関数、  
産業連関、  
その他マ  
クロ経済  
関数

・対策費用

・削減目標量

・エネルギー  
効率改善

・国際価格等

・マクロ経済  
への影響

・削減目標  
達成時の  
限界削減  
費用

KEO
（慶應義塾  
大学）

・経済が均衡する前  
の移行段階のシミュ  
レーションが可能。

・対象ガス：エネ起CO2

・対象地域：日本

・対象部門：産業、運輸、エネ転

・コスト

・削減量

・マクロ経済  
への影響

温暖化対策評価に関するモデルの特徴

前提条件×インプット＝分析結果

資料５
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化石エネルギー
石炭
石油（在来型、非在来型）
天然ガス（在来型、非在来型）

累積生産量

生産
単価

再生可能エネルギー
水力・地熱
風力
太陽光
バイオマス

年間生産量

供給
単価

原子力（在来型、次世代型）

各種エネルギー
変換プロセス
（石油精製、石  
炭ガス化、
ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ化、
ガス改質、
水電解等）

産業部門

各種発電

CCS

運輸部門

民生・業務部門

鉄鋼

セメント

紙パ

化学(ｴﾁﾚﾝ, ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ, ｱﾝﾓﾆｱ)

アルミ

自動車

冷蔵庫、ﾃﾚﾋﾞ、ｴｱｺﾝ  他

固体、液体、気体燃料、電力

固体、液体、気体燃料、電力

固体、液体、気体燃料、電力

RITEモデル（DNE２１＋）の概要
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-40%

-30%

-25%

-20%

-15%

-10%

-5%

- EU-27がCO2排出量を1990年比20%～30%削減（2005年比17.5%～27.8%削  
減）する際の限界削減費用はおおよそ50US$/tCO2～75US$/tCO2

2005年比の

排出削減率

EU27：1990年比20%削減
2005年比17.5%削減

EU27：1990年比30%削減
2005年比27.8%削減

注: エネルギー起源CO2 排出量のみ考  
慮。
GHGs 排出量1990年比20%削減は、
2005年比14%削減に相当。

限界削減費用排出削減レベル

RITEモデル（DNE２１＋）のアウトプットの例①

～附属書Ⅰ国の２０２０年における限界削減費用～
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50-100$/tCO2

25-50$/tCO2

0-25$/tCO2

<0$/tCO2

セクター別技術固定ケースからの排出削減ポテンシャル

- 負の削減費用及び比較的安い費用（<25 $/tCO2）での排出削減ポテンシャルは大きい。
- 米国の25 $/tCO2以下の費用での排出削減ポテンシャルが同費用での附属書I国&OECDの排出  
削減ポテンシャルに占める割合は大きい（43%）。
- 中国+インドの25 $/tCO2以下の費用での排出削減ポテンシャルが同費用での主要発展途上国  
の排出削減ポテンシャルに占める割合は大きい（90%）。
- 日本のように継続的に省エネ努力を行ってきた国においては、負の削減費用での排出削減ポ  
テンシャルは比較的小さい。

排出削減ポテンシャル限界削減費用

注：CCSによる  
排出削減ポテン  
シャルは除外

RITEモデル（DNE２１＋）のアウトプットの例②

～２０２０年の地域別、費用別の排出削減ポテンシャル～
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セクター別技術固定ケースからの排出削減ポテンシャル （≦ 50$/tCO2）

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

Other developing 
countries

Major developing 
countries

Annex I & OECD

India

China

Russia

Japan

EU-27

United States

CO2 emission reduction potential (MtCO2/yr)

Elec.: Fuel switching among 
fossil fuels
Elec.: Nuclear

Elec.: Renewables

Elec.: Energy saving

Other energy conversion sectors

Iron & steel

Cement

Paper & pulp

Chemical

Aluminum

Other industries

Transport

Res. & com. sectors

注：CCSによる排出削減ポテン  
シャルは除外

RITEモデル（DNE２１＋）のアウトプットの例③

～２０２０年のおけるセクター別の削減ポテンシャル～
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AIM/Impact [Policy]

AIM/Enduse [Global]

AIM/CGE [Global]

AIM/Enduse [Japan]

AIM/CGE [Japan]

• 安定化目標に対する世界のGHG排出経路

• 排出目標に対するバーデンシェア

• 温暖化影響の評価

• 特定の炭素価格に対するGHG削減量（日本・世界）

• GHG削減に対する追加費用・エネルギー削減量（日

本・世界）

• 人口
• GDP

• エネルギーサービス需要

• 将来投資
• 労働力

• GHG削減によるマクロ経済影響
• GHG削減策導入の効果・影響

• 炭素リーケージ
• 地域別・部門別影響

• 対策オプション

• 技術進歩

• 貿易変化

• GHG削減によるマクロ経済影響
• GHG削減策導入の効果・影響

• 部門別影響
• 雇用変化

• 国際価格

• 政府投資

世界モデル世界モデル 日本モデル日本モデル

技術技術
選択選択
モデルモデル

応用応用
一般一般
均衡均衡
モデルモデル

技術技術
選択選択
モデルモデル

応用応用
一般一般
均衡均衡
モデルモデル

動学的動学的

最適化最適化
モデルモデル

逐次逐次
モデルモデル

他機関AIMモデル

RITE エネ研

KEO

外生変数 入・出力変数

• エネルギー価格

凡例：

国立環境研究所モデル（AIMモデル）の概要
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•価格
•エネルギー消費量
•サービス提供量
•シェア
•耐用年数

•人口増加
•経済政策
•産業構造
•エネルギー政策
•運輸政策

・エネルギー種
・エネルギー価格
・エネルギー制約
・二酸化炭素排出係数

•石油
•石炭
•ガス
•太陽光／熱
•電気

•ボイラー
•モーター
•高炉
•エアコン
•自動車

•暖房熱量
•動力需要量
•粗鋼生産量
•冷房需要量
•輸送量 (旅客・貨物)

エネルギー機器

エネルギー・データベース 技術データベース シナリオ

エネルギー消費量
二酸化炭素排出量

機器選択 サービス量

エネルギーサービスエネルギー

AIM/Enduseモデルの概要
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途上国において，安い削減費用で多くの削減量が見込まれる．特に，先進国にはある
が途上国にはない技術については技術・資金援助の枠組みの活用が重要となる . 
対策費用が0ドル(CO2 換算トンあたり）以下の対策による削減量も多く見込まれるが，
初期導入コストの手当てがなければ、そのような対策は導入できない．
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Annex I

国立環境研究所モデル（AIM/Enduse）のアウトプットの例①

～附属書Ⅰ国、非附属書Ⅰ国における
２０２０年の削減コストと削減量～
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中国，米国，インド，ＥＵ，ロシアの上位5地域の削減ポテンシャルは世界全体の約6割
を占め，上位10地域で世界全体の削減量の75%に相当する．

各地域の社会・経済活動の特徴によって対策が重要な部門の特徴も異なる．例えば，
発電部門，産業部門が世界全体の削減量の約5割を占め，特に，エネルギー効率の低
い途上国において，その傾向が顕著である

削減費用が100ドル（CO2換算トンあたり）以下の場合の削減ポテンシャル(割引率5%)
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Fluorocarbons  (HFCs , PFCs , SF6)
Municipa l  sol id waste  (CH4)
Agricul ture(CH4, N2O)
Fugitive  & Combustion (CH4, N2O)
Power generation (CO2)
Trasportation (CO2)
Res identia l  & Commercia l  (CO2)
Industry (CO2)

Japan
China
India
Indonesia
Korea
Thailand
Other South-east Asia
Other South Asia
Middle East
Australia
New Zealand
Canada
USA
Western Europe(15)
Eastern Europe(10)
Russia
Argentine
Brazil

Other Latin America

Other Africa
Rest of the World

JPN
CHN
IND
IDN
KOR
THA
XSE
XSA
XME
AUS
NZL
CAN
USA
XE15
XE10
RUS
ARG
BRZ

XLM

XAF
XRW

Japan
China
India
Indonesia
Korea
Thailand
Other South-east Asia
Other South Asia
Middle East
Australia
New Zealand
Canada
USA
Western Europe(15)
Eastern Europe(10)
Russia
Argentine
Brazil

Other Latin America

Rest of the World

JPN
CHN
IND
IDN
KOR
THA
XSE
XSA
XME
AUS
NZL
CAN
USA
XE15
XE10
RUS
ARG
BRZ

XLM

XAF
XRW

MexicoMEX

South AfricaZAF

国立環境研究所モデル（AIM/Enduse）のアウトプットの例②

～２０２０年における地域別・部門別の削減ポテンシャル～
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ＥＤＭＣ/ＩＥＥＪモデルの概観図（長期エネルギー需給見通し）

人口、世帯、労働力人口、  
為替レート等

原油価格、石炭価格、Ｌ  
ＮＧ価格等

石油製品、電力、都市ガ  
ス価格

二次エネルギー価格モデル

ＧＤＰ、物価、産業別生産  
量、生産指数、床面積等

マクロ経済モデル

産業連関表

フィードバック

エネルギー需給モデル

需要
最終エネルギー消費

・産業（１２業種）
・家庭（５用途）、業務（９業種）
・運輸（２部門、４輸送機関）

供給
一次エネルギー供給

・３３エネルギー種
・転換部門（事業用発電、産業  

別自家発電、産業別蒸気等）

バランス

○部門毎に詳細に積み上げ
○エネルギー源毎に需要と供給を整  
合させるので、需要家、供給事業者双  
方に対して数値の提示が可能

技術積み上げ
転換部門 製鉄プロセス

石油精製プロセス
製紙プロセス
高性能ボイラーなど業種横断的技術
高効率火力発電技術
大容量・省エネ型送配電
コージェネ・燃料電池

産業部門 製鉄プロセス
石油化学プロセス
セメントプロセス
非鉄金属プロセス
ガラス製造プロセス
高性能工業炉など業種横断的技術

民生部門 エネルギーマネジメントシステム
省エネ住宅・ビル
高効率空調
高効率給湯器
高効率照明
省エネ型ディスプレイ
省エネ型ネットワークデバイス
省エネ型情報機器
キャパシタ等
高効率家電・業務機器

運輸部門 高効率内燃エンジン
次世代自動車
交通システム

産業部門（含：エネルギー業界）

―鉄鋼、化学、窯業土石、紙・パルプ等のエ  
ネルギー多消費産業を中心とした各業種に  
おいて、更新時には全て世界最先端の技術  
を導入。
―革新的発電技術導入により発電効率を約  
３％改善。

民生部門
－テレビ等ディスプレイ：
全ブラウン管が液晶・プラズマ、有機ＥＬ等へ  

移行。
－サーバー・ストレージ・ネットワーク機器：
購入されるすべてのＩＴ機器が、高効率製品  

に。
－高効率給湯：05年：  70万台  → 30年  
3400万台
－照明：蛍光灯の効率改善とLED・ＥＬ照明の  
普及

運輸部門
－自動車の燃費の継続的改善
（保有ベース）05年までの15年間3%改善

→  30年までの25年間25%改善
－次世代自動車の加速的普及

（新車販売に占めるシェア）
05年：2%  → 30年：70%

○最先端の技術を最大限導入。
○モデル分析に加え、専門家の知見等を踏まえて設定。
（様々な対策をとった場合のエネルギー削減量を反映可能）

検証

世界との関係を考慮

アジアと  
の関係を  
考慮

海外機関とのアライアンス

世界３０カ国地域（アジア  
１４カ国地域）
・CO２排出量

・最終エネルギー消費、
・一次エネルギー供給

APEC加盟国（21カ国）
・一次エネルギー供給
・CO2排出量
・エネルギー投資額

世界/アジア
エネルギー需給モデル

ＡＰＥＲＣモデル

・２０２０年は電力供給計  
画も考慮して設定。
・原子力は９基、利用率  
は約８０％

最適電源構成モデル
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最大導入ケース 最大導入による省エネ量 努力継続による省エネ量 実質GDP

ＥＤＭＣ/ＩＥＥＪモデルを活用した例
～長期エネルギー需給見通し（総合資源エネルギー調査会需給部会の答申）  ～

（最先端技術を最大限導入した場合）
－欧州を圧倒するエネルギー効率を引き続き実現  （2005年比で約30%改善）。

その結果、欧州委員会の掲げる削減目標に遜色のないレベルの温室効果ガスの削減が見込まれる。

2020年における温室効果ガスの排出量見通し

1990 2005 2020 2030

2030年までのエネルギー起源CO2の排出量見通し
2005年度総排出量比増減 （90年度総排出量比増減）

+5% (+17%)

▲4% (+7%)(+11%)

▲13% (▲3%)

+11% (+23%)

▲5% (+6%)

▲22% (▲13%)

05年度排出量水準

90年度排出量水準

（百万t-CO2）

努力継続ケース

現状固定ケース

最大導入ケース
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2030年までのエネルギー起源CO2の排出量見通し
2005年度総排出量比増減 （90年度総排出量比増減）

+5% (+17%)

▲4% (+7%)(+11%)

▲13% (▲3%)

+11% (+23%)

▲5% (+6%)

▲22% (▲13%)
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（注  ）エネルギー起源ＣＯ２の実排出量のグラフ。なお、京都議定書目標達成計画においては、対策後のエネルギー起源実排出量（本グラフ上は９０年比約＋５％）の他、代替フロン等の削減（同▲３．１％）、森林吸  
収（同▲３．８％）、政府による京都メカニズムの活用（同▲１．６％）、産業界の自主行動計画における京都メカニズムの活用（同▲２．６％）により▲６％の国際約束の達成を見込んでいる。

2010

(+5%)

経済成長率：２００５～２０１０  ２．１％
２０１０～２０２０  １．９％
２０２０～２０３０  １．２％

人口：２００５  １億２７７７万人
２０２０  １億２２７４万人
２０３０  １億１５２２万人

マクロフレームの見通し

１９９０年比 ２００５年比

日本
（長期エネルギー需給見通  

し：最大導入ケース※）

－８％ －１４％

米国
（オバマ次期大統領選挙  

公約）

±０％ －１５％

EU
（中期目標）

－２０％ －１４％

※森林吸収は３．８％を仮定

現状（2005年度）を基準とし、今後新たなエネルギー技術が導入されず、機器の効率  
が一定のまま推移した場合を想定。耐用年数に応じて古い機器が現状（2005年度）標  
準レベルの機器に入れ替わる効果のみを反映したケース。

これまで効率改善に取り組んできた機器・設備について、既存技術の延長線上で今後  
とも継続して効率改善の努力を行い、耐用年数を迎える機器と順次入れ替えていく効  
果を反映したケース。

実用段階にある最先端の技術で、高コストではあるが、省エネ性能の格段の向  
上が見込まれる機器・設備を最大限普及させることにより劇的な改善を実現す  
るケース。

各ケースの考え方
現状固定ケース

努力継続ケース

最大導入ケース

住宅

○太陽光パネルの普及
現状：戸建て約32万戸  →

20年：約320万戸（ストック）
新築持家住宅の約7割に導入し、現状の約１０倍に

○高効率給湯器

ほぼすべての新築戸建住宅に導入
05年：約70 万台  →  20年：約2800万台

家庭の機器・設備

高効率給湯器

○次世代自動車
新車販売に占める割合を5割に
新車販売に占める次世代自動車のシェア

05年：  約2 %  →  20年：  約50 %（２台に１台）

自動車

次世代自動車

太陽光パネル

最大導入ケースを実現するための対策例

３０％改善

４０％改善

２％経済成長

エネルギー消費効率の改善
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